
第26期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項

会社の新株予約権等に関する事項

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（2021年10月１日から2022年９月30日まで）

ＨＥＮＮＧＥ株式会社

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インター

ネット上の当社ウェブサイト（https://hennge.com/jp/ir/meeting/）に掲載す

ることにより、株主の皆様にご提供しております。
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会社の新株予約権等に関する事項
(１) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(２) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

(３) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 512,228 477,928 647,371 △432 1,637,095

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 8,963 8,963 17,926

親会社株主に帰属する当期純利益 321,169 321,169

自己株式の取得 △252 △252

株主資本以外の項目の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 8,963 8,963 321,169 △252 338,843

当 期 末 残 高 521,191 486,891 968,541 △684 1,975,938

その他の包括利益累計額
純資産合計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 207,048 △1,314 205,734 1,842,829

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 17,926

親会社株主に帰属する当期純利益 321,169

自己株式の取得 △252

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) △94,153 4,286 △89,866 △89,866

当 期 変 動 額 合 計 △94,153 4,286 △89,866 248,976

当 期 末 残 高 112,896 2,972 115,868 2,091,805
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称

台灣惠頂益股份有限公司

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は６月30日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しておりますが、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によっております。

② デリバティブ

時価法を採用しております。

③ 棚卸資産

仕掛品

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

(ただし、2016年４月１日以降取得した建物については定額法を採用しております。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３年～18年

工具、器具及び備品 ３年～10年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ２～５年

市場販売目的のソフトウエア １年

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当連結会計年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金

を計上しておりません。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度の負

担額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。また、収

益は、顧客との契約において約束された対価から販売奨励金等の顧客に支払われる対価を控除した金額

で測定しております。なお、顧客との契約の履行義務に対する対価は、履行義務の充足前に契約負債と

して受領する場合を除き、履行義務充足後、概ね１年以内に受領しており、契約における重要な金融要

素は含んでおりません。

① HENNGE One事業

企業が利用する様々なクラウドサービスに対して横断的に、セキュアなアクセスとシングルサインオ

ンを実現するサービスを提供しております。主にSaaSの形態でサービスを提供しており、サービス料を

年額で定額課金するサブスクリプション型のため、契約期間にわたってサービスを提供する義務があ

り、契約に定められたサービス提供期間で義務を履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられる

ことから、契約に定められたサービス提供期間にわたり収益を認識しております。
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② プロフェッショナル・サービス及びその他事業

主にメールを携帯・PC・スマートフォンに大量かつ高速に配信するクラウド型のメール配信サービス

や、メールをセキュアに大量かつ高速に配信するオンプレミス型のメール配信パッケージソフトウエア

を提供しております。クラウド型については、契約期間にわたってサービスを提供する義務があり、契

約に定められたサービス提供期間で義務を履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられることか

ら、契約に定められたサービス提供期間にわたり収益を認識しております。オンプレミス型について

は、ライセンスを顧客に供与する際の約束の性質が、ライセンスが供与される時点で知的財産を使用す

る権利に該当するため、一時点で収益を認識しております。また、オンプレミス型に係るサポートサー

ビスについては、契約期間にわたってサービスを提供する義務があり、契約に定められたサービス提供

期間で義務を履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられることから、契約に定められたサービ

ス提供期間にわたり収益を認識しております。

(5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。

５．金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。
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会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサ

ービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、主な変更点とし

ては、従来は検収基準により検収時に売上を計上していた契約のうち、一定の期間にわたり履行義務が充足され

る契約については、少額もしくは期間がごく短い契約を除き、履行義務の充足にかかる進捗度を見積り、当該進

捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当連結会計年度

の損益及び利益剰余金期首残高に与える影響は軽微であります。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示してい

た「前受収益」は、当連結会計年度より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号 2019年7月4日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会

計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、連結計算書類に与える影響はありませ

ん。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行

うことといたしました。
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会計上の見積りに関する注記
翌連結会計年度の連結計算書類等に重要な影響を及ぼすリスクがある会計上の見積りはありません。

連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 139,305千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 32,500,600株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達については自己資金で賄っており

ます。

デリバティブは、為替の変動リスクに対するヘッジ目的のために利用し、投機的な取引は行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建てのものについては、為替の変動

リスクに晒されております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、主に事業所等の建物の賃借に伴うものであり、これらは貸主の信用リスクに晒され

ております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのすべてが１年以内の支払期日となっておりますが、外貨建て

のものについては、為替の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建て仕入れの決済資金の調達における為替の変動リスクのヘッジを目的とし

た取引であります。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク管理

取引先ごとに残高及び回収期日を管理し、取引先の状況を定期的にモニタリングすることで、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク管理

為替変動リスク及び市場価格変動リスクについては、損失を最小限に抑えるため、為替の変動及び投

資先の財務状況を定期的にモニタリングしております。

③ 流動性リスク管理

当社は財務部門にて、手許流動性を加味した予定資金繰表を適時に作成することで、流動性リスクを

管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価額に基づく価額のほか、市場価額のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券 151,432 151,432 ―

(2) 敷金及び保証金 161,047 153,117 △7,929

資産計 312,479 304,549 △7,929

（注１）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」は、現金であること、及び短期

間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから注記を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は「(1) 投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 当連結会計年度

非上場株式 31,236

投資事業組合出資金 76,271

投資事業組合出資金は「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2019年７月４日）第27項に従い、時価開示の対象とはしておりません。
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(単位：千円)

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 151,432 ― ― 151,432

資産計 151,432 ― ― 151,432

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(単位：千円)

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 ― 153,117 ― 153,117

資産計 ― 153,117 ― 153,117

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。

敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価については、返還予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローを国債

の利回りで割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

売上区分 金額

千円

HENNGE One事業 5,166,104

プロフェッショナル・サービス及びその他事業 480,094

顧客との契約から生じる収益 5,646,198

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 5,646,198

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等 ４．会計方針に関する事項 (4) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期

に関する情報

(1) 契約負債の残高等

金額

千円

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 125,905

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 115,304

契約負債（期首残高） 1,967,344

契約負債（期末残高） 2,350,583

契約負債は、主として顧客からの前受収益に関するものであります。契約負債は収益の認識に伴い取

り崩されます。なお、当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債に含まれていた金額

は1,755,807千円であります。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま

す。

金額

千円

１年以内 2,307,302

１年超 43,281

合計 2,350,583

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 64円36銭

２．１株当たり当期純利益 ９円88銭

（注）当社は、2021年11月12日開催の取締役会決議により、2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行いましたが、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産

額、１株当たり当期純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記
（ストック・オプション（新株予約権）の発行）

当社は、2022年11月18日開催の取締役会において、当社及び当社子会社の従業員に対して、会社法第236条、

第238条及び第240条の規定に基づき、新株予約権（以下「本新株予約権」という）を発行することを決議いた

しました。

１．新株予約権を発行する理由

2025年9月期に向けて事業目標の達成を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価

値共有を進めることを目的としております。

２．新株予約権の発行要領

（１）新株予約権の名称

ＨＥＮＮＧＥ株式会社 第５回新株予約権

（２）新株予約権の総数

2,335個

（３）新株予約権の払込金額
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本新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない。

（４）新株予約権の目的である株式の種類及び数

当社普通株式 233,500株（新株予約権１個当たり100株）

（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗

じた金額とする。

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）の属する月の前月の各日（取引

が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」

という。）の平均値（１円未満の端数は切り上げる。）又は割当日の終値（当日に終値がない場合は、

それに先立つ取引日の終値。）のいずれか高い金額とする。

（６）新株予約権を行使することができる期間

2024年11月19日から2028年12月31日まで

（７）新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、2023年９月期から2025年９月期までの各連結会計年度（本新株予約権の割当日以

後、当社が決算期末を９月末から他の月末に変更した場合には、変更後の決算期に係る連結会計年

度とする。）のいずれかにおいて、当該各連結会計年度に係る有価証券報告書に含まれる当社の連結

損益計算書に記載された売上高（本新株予約権の割当日以後、当社が会計基準を変更した場合にお

いては、変更後の会計基準において売上高に相当するもの）が100億円を超えた場合にのみ、本新株

予約権を行使することができる。

②上記①にかかわらず、以下のいずれかの事由に該当した場合には、本新株予約権を行使することが

できない。

1) 新株予約権者が、割当日から本新株予約権の権利行使時において、当社又は当社の子会社の取締

役、監査役、執行役、執行役員又は使用人の地位に就いていない期間が生じた場合。ただし、出

向、任期満了による退任、定年退職など当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限

りではない。

2) 新株予約権者が禁錮以上の刑に処せられた場合

3) 新株予約権者について破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立て

があった場合

4) 新株予約権者が差押え、仮差押え、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公

課の滞納処分を受けた場合

5) 新株予約権者について、法令又は当社若しくは当社の子会社の社内規程に違反し、又は、当社又

は当社の子会社に対する背信行為があった場合

6) 新株予約権者について、当社又は当社の子会社に対して、損害又は損害のおそれをもたらした場

合

③本新株予約権について１個未満の行使をすることはできない。
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④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（８）新株予約権を割り当てる日

2023年２月10日

（９）新株予約権の割当てを受ける者及び割り当てる新株予約権の数

当社の従業員 234名 2,305個

当社子会社の従業員 6名 30個

（自己株式の取得）

当社は、2022年11月18日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

当社では2021年11月25日付「譲渡制限付株式報酬制度の導入に関するお知らせ」にて開示のとおり、当

社取締役及び監査役向けの譲渡制限付株式制度を導入し、また、2022年11月18日付「当社及び当社子会社

の従業員に対する税制適格ストック・オプション（新株予約権）制度の導入に関するお知らせ」にて開示

のとおり、当社及び当社子会社従業員向けの税制適格ストック・オプション制度の導入と、それに基づき、

同日付「ストック・オプション（新株予約権）の発行に関するお知らせ」にて開示のとおり、当社及び当

社子会社の従業員にストック・オプションとしての新株予約権を発行することを決議しております。

当社では今後は譲渡制限付株式の付与及びストック・オプションの発行に際し、可能な限り、自己株式

を取得し、当該自己株式を処分する方式で株式を交付することが、発行済株式総数の増加による株式価値

の希薄化の回避及びキャピタルアロケーションの観点から適当であると判断し、自己株式を取得すること

といたしました。

なお、自己株式取得に要する資金につきましては、その全額を自己資金により充当する予定ですが、本

日現在において金融機関等からの借入はなく、事業運営に必要となる流動資金を十分に確保しているため、

財務健全性及び安全性の観点において問題ないものと考えております。

２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類

当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数

250,000株を上限とする （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する上限割合0.77％）

（３）株式の取得価額の総額

350,000千円を上限とする

（４）取得期間

2022年11月21日～2022年11月30日
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株主資本等変動計算書

(自 2021年10月１日
至 2022年９月30日）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 512,228 477,928 477,928 705,364 705,364 △432 1,695,087

当期変動額

新株の発行 8,963 8,963 8,963 - 17,926

当期純利益 - 348,633 348,633 348,633

自己株式の取得 - - △252 △252

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

- - -

当期変動額合計 8,963 8,963 8,963 348,633 348,633 △252 366,306

当期末残高 521,191 486,891 486,891 1,053,996 1,053,996 △684 2,061,394

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 207,048 207,048 1,902,136

当期変動額

新株の発行 - 17,926

当期純利益 - 348,633

自己株式の取得 - △252

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

△94,153 △94,153 △94,153

当期変動額合計 △94,153 △94,153 272,154

当期末残高 112,896 112,896 2,174,289
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によっております。

② デリバティブ

時価法を採用しております。

③ 棚卸資産

仕掛品

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定)

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

(ただし、2016年４月１日以降取得した建物については定額法を採用しております。)

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３年～18年

工具、器具及び備品 ３年～10年

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ２～５年

市場販売目的のソフトウエア １年
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を計

上しておりません。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支払に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度の負担額

を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。また、収益は、顧

客との契約において約束された対価から販売奨励金等の顧客に支払われる対価を控除した金額で測定し

ております。なお、顧客との契約の履行義務に対する対価は、履行義務の充足前に契約負債として受領

する場合を除き、履行義務充足後、概ね１年以内に受領しており、契約における重要な金融要素は含ん

でおりません。

① HENNGE One事業

企業が利用する様々なクラウドサービスに対して横断的に、セキュアなアクセスとシングルサインオ

ンを実現するサービスを提供しております。主にSaaSの形態でサービスを提供しており、サービス料を

年額で定額課金するサブスクリプション型のため、契約期間にわたってサービスを提供する義務があ

り、契約に定められたサービス提供期間で義務を履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられる

ことから、契約に定められたサービス提供期間にわたり収益を認識しております。

② プロフェッショナル・サービス及びその他事業

主にメールを携帯・PC・スマートフォンに大量かつ高速に配信するクラウド型のメール配信サービス

や、メールをセキュアに大量かつ高速に配信するオンプレミス型のメール配信パッケージソフトウエア

を提供しております。クラウド型については、契約期間にわたってサービスを提供する義務があり、契

約に定められたサービス提供期間で義務を履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられることか

ら、契約に定められたサービス提供期間にわたり収益を認識しております。オンプレミス型について

は、ライセンスを顧客に供与する際の約束の性質が、ライセンスが供与される時点で知的財産を使用す

る権利に該当するため、一時点で収益を認識しております。また、オンプレミス型に係るサポートサー

ビスについては、契約期間にわたってサービスを提供する義務があり、契約に定められたサービス提供

期間で義務を履行するにつれて顧客が便益を享受すると考えられることから、契約に定められたサービ

ス提供期間にわたり収益を認識しております。
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(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理して

おります。

(6) 金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。
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会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、主な変更点として

は、従来は検収基準により検収時に売上を計上していた契約のうち、一定の期間にわたり履行義務が充足される

契約については、少額もしくは期間がごく短い契約を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度

に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当事業年度の損益及び利

益剰余金期首残高に与える影響は軽微であります。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受

収益」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示することといたしました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計

方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、計算書類に与える影響はありません。

会計上の見積りに関する注記
翌事業年度の計算書類等に重要な影響を及ぼすリスクがある会計上の見積りはありません。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 139,305千円

２．関係会社に対する金銭債権・債務

関係会社に対する短期金銭債権 22,451千円

関係会社に対する短期金銭債務 5,670千円
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損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

販売費及び一般管理費 4,012千円

営業取引以外の取引による取引高

営業外収益 4,939千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 276株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 8,101千円

賞与引当金 50,980

ソフトウエア 29,769

減価償却超過額 14,237

資産除去債務 18,885

投資有価証券評価損 17,515

関係会社株式評価損 24,196

その他 14,145

繰延税金資産小計 177,827

評価性引当額 △62,487

繰延税金資産合計 115,340

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △10,642

その他有価証券評価差額金 △36,598

その他 △120

繰延税金負債合計 △47,360

繰延税金資産の純額 67,981

関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

収益認識に関する注記
連結注記表の「収益認識に関する注記」と同一であるため、記載を省略しております。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 66円90銭

２．１株当たり当期純利益 10円73銭

（注）当社は、2021年11月12日開催の取締役会決議により、2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の株

式分割を行いましたが、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、

１株当たり当期純利益を算定しております。

重要な後発事象に関する注記
連結注記表の「重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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